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（参考１）

和解条項（関係部分）

１ 環境庁、国の道路管理者である建設省及び阪神高速道路公団は、本

件地域になお環境基準を上回る汚染実態があることを踏まえ、本件地

域の交通負荷を軽減し、大気汚染の軽減を図るため、国の関係行政機

関及び地方公共団体とも連携して、環境庁、国の道路管理者としてと

りうる以下の施策の検討ないし実施に努めることとする。

（１）５省庁会議に基づく取組

環境庁、国の道路管理者である建設省及び阪神高速道路公団は、

「 （ ）」国道４３号等の道路交通環境対策の推進について 当面の取組

（平成１２年６月６日 警察庁・環境庁・通商産業省・運輸省・

建設省）に従って、関係行政機関との連携も行い、道路管理者と

して取り得る沿道環境対策に取り組む。

（３）大型車の交通規制の可否の検討や交通の転換

国の道路管理者である建設省及び阪神高速道路公団は、以下の施

策に努める。

① 阪神高速道路３号神戸線と５号湾岸線において、料金に格差

を設ける環境ロードプライシングを早期に試行的に実施する。

② 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における総量の

削減等に関する特別措置法（いわゆる自動車ＮＯｘ法）の周知

徹底、トラック事業者への迂回輸送の協力要請を行う。

③ 特殊車両通行許可違反に対する道路法第４７条の２の適用を

厳格に行う。

④ 本件地域における大型車の交通量低減の必要性を理解し、大

型車の交通規制の可否の検討のために必要な交通量の調査を平

成１３年度までに着手する。

また、本件地域における大型車の交通規制の可否の検討につ

いて、早期に検討結果が出るよう、警察庁に要請する。

４ 一審原告らと国の道路管理者である建設省及び阪神高速道路公団と

、 「 」は 別紙のとおり 尼崎市南部地域道路沿道環境改善に関する連絡会

を設置することを合意する。


